
120 知的資産創造／2015年4月号

F O R U M  &  S E M I N A R

本セミナーについてのお問い合わせ
　コーポレートコミュニケーション部　担当者：坂  智一
　電話　03-6270-8100
　電子メール　kouhou@nri.co.jp

NRI新春フォーラム2015
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開催日：2015年 1月15日（大阪）、26日（東京）

「2015年の日本外交の課題」と「2020年 日本の成長戦略」

野村総合研究所（NRI）は、大阪と東京で「NRI
新春フォーラム2015」を開催し、顧客企業の経営層
を中心に多くの方々に参加いただいた。社長の嶋本
正の開会挨拶に続き、 2つの講演を行った。

■講演 1 「2015年の日本外交の課題─激動す
る国際社会」（NRI顧問　薮中三十二）
ウクライナ情勢やイスラム国（ISIL）の問題、パ
リでのテロ事件など、世界で起きている事件の原因
の一つに考えられるのが、パワーバランスの変化で
ある。従来、米国が中心になってガバナンスを維持
してきたが、新興国家の台頭に伴い、米国の相対的
地位が下がってきた。また、「世界の警察ではな
い」「軍事力ではなく外交で解決する」というオバ
マ大統領のスタンスの影響が考えられる。
中国に対する好感度、経済面で中国が米国を追い
抜くかなどのアンケート調査結果を見ると、世界と日
本では中国に対する意識に大きな違いがある。脅威
は確かにあると思うが、平和的に解決することが重
要である。中国に対する取り組みとしては、①緊急
事態取り組み、②海洋ルール、③日中東シナ海油ガ
ス田合意（2008年）の 3点が挙げられる。その他の
日本外交の課題として、韓国、北朝鮮、ロシアとの
関係があるが、キーワードは「平和」である。アン
ケート調査結果からも、日本は世界の国々から信頼
されており、味方につけることが重要である。

■講演 2 「2020年 日本の成長戦略─大都市と
地方の新しい関係」（NRIコンサルティング事
業本部副本部長　立松博史）
戦後の高度成長期の大都市と地方は、相互依存関
係にあった。良質な人材を大都市に送り込み、大都

市を中心にさまざまな企業の集積が行われ、グロー
バル企業が世界に進出していった。
バブル崩壊があり、人口減少時代に突入した今、
大都市と地方の関係を見直す時期に来ている。今
後、大都市はグローバル経済と直結した「メガリー
ジョン」、地方は自立的な経済拠点としての「ロー
カルハブ」という自立共生関係に転換していかなけ
ればならない。真に必要なのは、それぞれが生産性
を引き上げることである。
メガリージョンとは、世界に開かれ、グローバル
のビジネスルールが当たり前に適用されている圏域
である。シンガポールはマレーシアから独立した
後、ほぼ10年ごとにその時代を支える産業を戦略的
に絞り込み、重点的に人材を育成し、外資系を含め
た企業誘致を行ってきた。結果、現在は一人当たり
GDPで日本を上回っている。
ローカルハブとは、地方圏において人材輩出・産
業・雇用を担う、選ばれた拠点のことである。ドイ
ツのレーゲンスブルク市は、ライフサイエンスなど
特定分野に絞って企業を誘致している。立地の良さ
に加え、大学・研究機関の存在、海外から優秀な人
材が集まりやすいように良質な住環境が一体となっ
て整備されることによって競争力を付けている。
地方、大都市ともにさまざまな問題を抱えている

が、企業の発展と連動させながら、問題を克服して
いくことは可能と考えている。NRIは引き続きサポ
ートさせていただきたい。
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	 2016年 4 月入社の新卒採用活動が、この 3月から本格的に始まりました。景
気回復や人手不足から企業の採用意欲は高く、就職内定率は改善しており、
大学生にとって就職しやすい環境です。一方で、今年度から会社説明会の開
始が従来の12月から 3月へと遅くなりました。そのため、短期間での企業研
究、面接・選考となります。新規学卒者の入社後 3年間の離職率が高い状況
を考慮すると、就職活動期間が学生と企業のよいマッチングの機会となるこ
とを期待したいと思います。	 （編集長）
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